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令和５年６月 

 

 

東京都地球温暖化防止活動推進センターとは   

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第３８条に規定され、地球温暖化防止活動

の推進を図ることを目的とする一般財団法人の中から一つを、都道府県知事が指定

するものです。東京都においては、財団法人東京都環境整備公社（現公益財団法人

東京都環境公社）が平成 20 年２月４日に、東京都地球温暖化防止活動推進センタ

ーとしての指定を受け、同年４月１日に活動を開始しました。 

 

（お問い合わせ先・申請書類提出先） 

公益財団法人東京都環境公社 

東京都地球温暖化防止活動推進センター（愛称：クール・ネット東京） 

〒163－0810   

東京都新宿区西新宿２－４－１ 新宿 NS ビル 10 階 

ＴＥＬ：03-5990-5269 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/initial-cost0-zokyo 

受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く） 

９時 00 分～12 時 00 分、13 時 00 分～17 時 00 分 

＜令和５年度交付申請受付期間＞ 

令和５年４月 14 日から令和６年３月 29 日（金）まで 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/initial-cost0-zokyo
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  助成金を申請される皆様へ 

  

公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）が実施する助成金交付事業について

は、東京都（以下「都」という。）の公的な資金を財源としており、社会的にその適正な執行

が強く求められています。公社としても、厳正な助成金の執行を行うとともに、虚偽や不正

行為に対しても厳正に対処いたします。 

 

 「住宅用太陽光発電初期費用ゼロ促進の増強事業（以下「本事業」という）」に係る助成金

を申請される方、交付が決定し助成金を受給される方におかれましては、以下の点について

十分にご認識された上で、助成金の申請又は受給を行っていただきますようお願いいたしま

す。 

 

 

 

また、機器設置にあたっては、環境省の「太陽光発電の環境配慮ガイドライン」を準拠す

るとともに、「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」で定める日常生活の騒音・振

動の基準を遵守するよう、お願いいたします。 

 

  

１．本事業の実施については、「住宅用太陽光発電初期費用ゼロ促進の増強事業助成金

交付要綱」（以下、「交付要綱」という。）に基づいて行われます。 

 

２．助成金の申請者が公社に提出する書類には、如何なる理由があってもその内容に虚

偽の記載があってはなりません。 

 

３．助成対象設備の設置に関し、安全面及び法規面については申請者が十分に確認し申請

者の責任の下に設置してください。公社は、本助成金の交付対象として設置された設

備について、本助成金の要件を満たしているか否かは審査いたしますが、安全面や法

規面については何ら保証するものではありません。 

 

４．助成金で取得し、整備し又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該取得財産

等の処分制限期間内に処分（助成金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、担保に供し、又は廃棄することをいう。）しようとするときは、あらかじめ

処分内容等について公社の承認を受けなければなりません。また、その際に助成金の

返還が発生する場合があります。なお、公社は、必要に応じて取得財産等の管理状況

等について調査することがあります。 

 

５．公社は、申請者その他の関係者が、偽りその他の手段により手続きを行った疑いが

ある場合は、必要に応じて調査等を実施し、不正行為が認められたときは、当該関係

者に対し、相当の期間、助成金の交付決定の停止等の処分を行い、その名称及び不正

の内容を公表します。 

 

６．前記事項に違反した場合は、公社からの助成金交付決定及びその他の権利を取り消

します。また、公社から助成金が既に交付されている場合は、その金額に加算金（年

率 10.95％）を加えて返還していただきます。 
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１．事業概要 
1.1 目的（実施要綱第１条参照） 

本事業は、事業者の行う、住宅用太陽光発電システム等の設置に係る住宅所有者の初期費

用が不要な事業を促進することで、都内の太陽光発電システムの設置拡大を目指すことを目

的として行うものです。 

 

1.2 事業スキーム 

 

●都の出えん金による基金造成 

都は、本事業の原資を公社に出えんし、公社はその出えん金により基金を造成します。 

 

●基金を活用した助成事業 

公社は、基金を原資として、初期費用ゼロサービスを住宅所有者に提供する事業者に対し

て、太陽光発電システム等の設置経費の一部を助成します。 

 

●助成金の還元 

助成を受けた事業者は、住宅所有者に対し、助成金を還元します。 

 

 

 

 事業実施期間  ： 令和４年度から令和９年度まで 

（助成金の交付は令和 11 年度まで）  

                 

 

 本事業の予算額 ： 34 億 8,800 万円 

  

東京都 

東京都環境公社 

基金造成 

①出えん 

プラン登録事業者 

②事業プラン登録 

④助成金申請 ③サービス契約 

⑦助成金還元 

住宅所有者 住宅所有者への 

サービスの提供 

⑤交付決定 

⑥助成金支払 



              

4 

 

1.3 申請手続きの流れ 

 住宅所有者 申請者 申請書類 
東京都環境公社 

（クール・ネット東京） 

 

事
業
プ
ラ
ン
登
録
手
続
き 

     

助
成
金
交
付
申
請
手
続
き 

     

助
成
金
受
領
後 

     

※ 建売住宅や新築分譲マンション等、事業プランの契約より前に太陽光発電システム等が

設置されている場合には、設置工事完了後の契約を認めます。 

  

《変更等が生じた場合》 

●契約に関する変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●機器所有者に関する変更 

事業プラン登録申請書類作成  

等  

事業プラン登録申請書 受理 

審査 

登録決定 

HP で登録プランを

公開 

登録決定通知を郵送 事業プラン登録決定通知受領 

HP 等で登録プランを公開 

契約するプランを検討 

プランを決定・契約 登録した事業プランで契約 

交付申請書類作成 

 

等  

交付申請書（第１号様式） 

料金計算表 

契約書の写し 

領収書 

交付申請書を受領 

助成金交付決定通知

書を郵送 

審査 

交付決定 

助成金の支払い 

助成金交付決定通知書を受領 

登録口座に入金 

助成金を還元 助成金の還元を受ける 

 

等  

契約変更申請書 

（第 13 号様式） 

契約解除承認申請書 

（第 15 号様式） 

受理 各種申請書類作成 

設置工事開始 

設置工事完了 

プ
ラ
ン
募
集
要
領
参
照 

本
手
引
き
の
内
容 

審査 

承認 

承認通知書を郵送 承認通知書を受領 

契約変更・解除（返還金があ

る場合は公社に返還） 

 

等  

受理 各種申請書類作成 所有者氏名等変更届 

（第６号様式） 

所有者変更届 

（第７号様式） 
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1.4 用語の定義 

本事業における用語の定義は、次のとおりです。 

用語 定義 

住宅 人の居住の用に供する家屋又は家屋の部分（人の居住の用以

外の用に供する家屋の部分との共用に供する部分を含む。） 

太陽光発電システム 太陽光を電気に変換するシステムであって、太陽電池、パワ

ーコンディショナー（太陽電池が発電した直流電力を住宅で

使用できる交流電力に変換する設備をいう。）その他これらに

付随する設備で構成されるもの 

蓄電池システム リチウムイオン蓄電池部（リチウムの酸化及び還元の作用に

より電気を供給する蓄電池をいう。）及びインバータ等の電力

変換装置を備えたシステムであって、住宅用途に供する部分

のエネルギー利用のために使用されるもの 

太陽光発電システム等 太陽光発電システム又は太陽光発電システム及びそれに付帯

する蓄電池システムを総称したもの 

割賦販売 購入者から商品若しくは権利の代金を、又は役務の提供を受

ける者から役務の対価を分割して受領すること（購入者又は

役務の提供を受ける者をして販売業者又は役務の提供の事業

を営む者の指定する銀行その他預金の受入れを業とする者に

対し、分割して預金させた後、その預金のうちから商品若し

くは権利の代金又は役務の対価を受領することを含む。）を条

件として商品若しくは権利を販売し、又は役務を提供するこ

とをいう。 

 

1.5 初期費用ゼロサービス 

 本事業における初期費用ゼロサービスとは、太陽光発電システム等の設置に係る経費のう

ち、「2.4 助成対象経費」に掲げる設備費について、住宅所有者が負担する初期費用が不要

である以下のサービスをいいます。 

 

① リース 

 太陽光発電システム等（以下「当該設備」という。）の貸主が、都内の住宅に、当該設

備を当該貸主の負担で設置し、当該住宅の所有者である当該設備の借主に対し、当事者

間で合意した期間（以下「リース期間」という。）にわたり、当該設備を使用収益する権

利を与え、借主は、当事者間で合意した当該設備の使用料を貸主に支払うものであって、

次のア及びイに掲げる要件に該当するものをいいます。 

ア リース期間の中途において、当事者の一方又は双方がいつでも当該契約の解除をす

ることができないものであること。 

イ 借主が、当該契約に基づき使用する物件（以下「リース物件」という。）からもたら

される経済的利益を実質的に享受することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴

って生じる費用を実質的に負担すべきこととされているものであること。 

② 電力販売 

 事業者が、都内の住宅に、太陽光発電システム等を当該事業者の負担で設置し、当該

太陽光発電システムから発電された電気を当該住宅所有者に販売するものをいいます。 

③ 屋根借り 

 事業者が、都内の住宅に、太陽光発電事業用として、当該住宅の所有者から当該住宅

の屋根を一定期間借り受けた上で、当該太陽光発電システムを当該事業者の負担で設置

し、当該住宅の所有者に対し、当該屋根の使用料を支払うものをいいます。 
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④ 自己所有モデル 

 初期費用ゼロサービスを提供する事業者が、太陽光発電システム等から得られる電気

に係る売電権の全部又は一部について住宅所有者から譲渡を受けることと引き換えに、

都内の住宅に、当該設備を当該事業者の負担で設置し、当該サービス期間中の当該設備

の所有権を当該住宅所有者に帰属させるものをいいます。ただし、当該設備から得られ

る電気のうち、当該住宅において使用する自家消費分の電気については、住宅所有者が

利用できる方法が留保されているものとします。 

 

なお、①から④までのいずれにも該当しない太陽光発電システム等の販売や割賦販売につ

いては、初期費用ゼロサービスの対象外とします。 
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２．助成内容  
2.1 助成対象者（交付要綱第３条参照） 

助成金の交付対象となる者は、都内において「2.2 助成対象事業」を実施する者です。た

だし、次に掲げる者を除きます。 

 助成対象者に該当しない者 

１ 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排条

例」という。）第２条第２号に規定するものをいう。以下同じ。） 

２ 暴力団員等（暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する

暴力団関係者をいう。以下同じ。） 

３ 法人の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等に該当

する者があるもの 

４ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者でその復権を得ないもの 

５ 税金の滞納があるもの、刑事上の処分を受けたものその他の公的資金の交付先とし

て社会通念上適切であると認められないもの 

 

2.2 助成対象事業（交付要綱第４条参照） 

助成対象事業は、実施要綱第５条及び住宅用太陽光発電初期費用ゼロ促進の増強事業事業

プラン登録要綱（以下「プラン登録要綱」という。）第４条の要件を全て満たすものであっ

て、かつ、次の要件を全て満たすものとします。 

※ 予備又は将来用のものは助成の対象としません。 

 

2.3 助成金額（交付要綱第５条参照） 

助成金額は、都の予算の範囲内において、以下のとおりとします。低容量の初期費用ゼロ

サービス普及促進のため、3kW 以下の単価を他の助成金より増額しています。 

対象設備 新築 既存 

太陽光発電 

（3kW 以下） 
15 万円/kW 18 万円/kW 

太陽光発電 

（3kW 超） 

3kW 超 3.6kW 以下 

一律 36 万円 

3kW 超 3.75kW 以下 

一律 45 万円 

3.6kW 超 

10 万円/kW 

3.75kW 超 

12 万円/kW 

蓄電池 

（5kWh 未満） 
19 万円/kWh 

 要件 

１ プラン登録要綱に基づき、あらかじめ登録された事業プランであること。 

２ 事業プランの登録の日から令和９年度末までに、住宅所有者（太陽光発電システム

等を設置する部分が住宅に係る区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和

37年法律第 69号）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。以下同じ。）の全員

の共有に属する場合にあっては、当該住宅に係る同法第 25条第１項の管理者又は同

法第 47条第２項の管理組合法人）と助成対象者との間で初期費用ゼロサービスに係

る契約（以下「初期費用ゼロサービス契約」という。）が締結されたものであるこ

と。 

３ 初期費用ゼロサービス契約の締結時に、当該契約に係る事業プランについて、プラ

ン登録要綱第８条による取消し又は第 12条第２項による抹消がされていないこと。 

４ 事業プランにより設置する蓄電池システムは、国が令和３年度以降に実施する補助

事業における補助対象機器として一般社団法人環境共創イニシアチブにより登録さ

れているものであること。 
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蓄電池 

（5kWh 以上 6.34kWh 未満） 
一律 95 万円 

蓄電池 

（6.34kWh 以上） 
15 万円/kWh 

 

※ 蓄電池を設置する場合は、当該蓄電池に電気を供給する太陽光発電設備の発電容量に

２時間を乗じた値を、助成対象となる容量の限度とします。 

＜例＞ 

太陽光発電設備：7kW、蓄電池：20kWh の場合 

蓄電池の助成対象経費となる蓄電容量は最大 14kWh（7kW×2 時間）となり、14kWh

を超える部分は助成対象外です。 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

上記において、助成金額は 15 万円×14kWh＝210 万円となります。 

 

※ 太陽光発電システムの出力（kW）については、当該太陽光発電システムを構成する太

陽電池モジュールの日本産業規格若しくは IECの国際規格に規定されている公称最大

出力の合計値又はパワーコンディショナーの日本産業規格に基づく定格出力の合計値

の小数点以下第３位を切り捨てた値のうち、いずれか小さい値とします。 

 

※ 助成金額の千円未満の端数は切り捨てます。 

 

太陽光発電設備：7kW 蓄電池：20kWh 
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太陽光発電システムの単価設定（新築単価・既存単価）について 

 

※本事業での新築単価の「新築」とは、法律上の「新築住宅」と異なります。 

住宅完成後に太陽光発電システムを設置する場合、既存住宅と同様に足場などを設置する

ことによる費用増がある為、次の単価が適用されます。 

 

ア 住宅建築と同時（住宅完成前）に太陽光発電システムを設置する場合→新築単価を適用 

イ 住宅建築後（住宅完成後）に太陽光発電システムを設置する場合→既存単価を適用 

 

 
注意事項！！ 

＊ 新築単価と既存単価の判断基準について 

 初期費用ゼロサービスの契約日が建物の保存登記から 1 年以内で、かつ既存単価で申

請する場合は、交付申請時に電気設備に関する施工証明書を提出してください。住宅

完成時に太陽光発電システムを設置していないことが証明されたものに対してのみ、

既存単価を適用いたします。 

 施工証明書を提出できない場合は、新築単価が適用されます。 

 

＊ 住宅の建替時に太陽光発電システムを設置する場合について 

 住宅の建替時は住宅建築と同時に太陽光発電システムを設置する場合となる為、新築

単価が適用されます。故意に建替前の登記事項証明書を提出し、既存住宅単価を適用

させようとする場合は、助成金返還の対象となる為、ご注意ください。 
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2.4 助成対象経費（交付要綱第５条参照） 

 「2.3 助成金額」に定める助成金の交付額は、太陽光発電システム等の設置に係る次に掲げ

る経費の合計額（設置する設備の工事費を別途住宅所有者が負担する場合は、当該工事費を

含む。）（以下「助成対象経費」という。）を限度額とします。助成対象経費の合計が助成金額

を下回る場合はご注意ください。 

費目 内容 例 

設計費 
太陽光発電システム等の設計

等に要する経費 

基本設計費、実施設計費、システム設計費等 

設備費 
太陽光発電システム等の設備

の購入等に要する経費 

太陽光発電システム等の設備のほか、以下のよ

うな付属機器に要する経費 

・太陽電池モジュール等の架台 

・蓄電池用収納盤 

・保護装置及び昇圧ユニット 

・接続箱 

・直流開閉器 

・交流開閉器 

・電力モニター 

・余剰電力販売用電力量計 

・配線及び配線機器 

工事費 
太陽光発電システム等の設置

工事に要する経費 

太陽光発電システム等の設置と不可分の工事に

係る費用（足場代を含む） 

 

※ 助成対象外となる経費の例は次のとおりです。 

・申請代行費 

・電力会社の手続き代行等の手数料 

・既設太陽光発電設備の処分費 

・HEMS 

・消費税及び地方消費税 

・屋根の補修等、太陽光発電システム等の工事に直接関係しない経費 

・本事業の目的の範囲を超えて過剰な仕様であるとみなされるもの又は本事業以外に

おいて使用することを目的としたものに要する経費 

 

2.5 注意事項 

（１） 国及び他の地方公共団体による補助金との併用について 

本事業により設置した設備について、国及び他の地方公共団体による補助金の交付があ

る場合は、設置する設備の出力・容量単価により得た額と当該補助金の合計額が助成対象

経費を超えない、以下の数式の範囲において交付することとします。 

 

助成金額≦①助成対象経費－②国及び他の地方公共団体の重複する補助金の額 

 

＜計算例＞ 

 住宅種別：新築住宅 

太陽光発電設備の助成対象経費：1,320,500 円 

蓄電池の助成対象経費    ：1,055,000 円 

太陽光発電設備の発電出力  ：5.50kW 

蓄電池の蓄電容量      ：12.00kWh 

他の補助金等（太陽光発電設備）：300,000 円 
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他の補助金等（蓄電池）    ：100,000 円 

 

●各出力・容量単価により算出される金額 

太陽光    5.50kW×100,000 円＝ 550,000 円 

蓄電池  11.00kWh×150,000 円＝1,650,000 円 

合計  550,000 円+1,650,000 円＝2,200,000 円 

※蓄電池の蓄電容量は、「太陽光発電設備の発電出力×2」を上限とします。 

 

① 助成対象経費 

1,320,500 円+1,055,000 円 ＝ 2,375,500 円 …① 

 

② 国及び他の地方公共団体の重複する補助金の額 

他の補助金等（太陽光発電設備）  300,000 円 

他の補助金等（蓄電池）      100,000 円 

合計    300,000 円+100,000 円＝400,000 円 …② 

 

「助成金額≦①－②」となるため、助成金額の上限は、 

2,375,500 円 －400,000 円＝1,975,500 円 となります。また、千円未満の端数は切り捨

てとなりますので、助成金額は 1,975,000 円となります。 

 

（２） トライブリッドパワーコンディショナー（TRB-PCS）の対象経費ついて 

V2H も制御できる TRB-PCS を設置する場合は、当該設備の設備費及び工事費を各機

器の費用として３つに分離したうち、太陽光発電設備と蓄電池の分の金額を助成対象経費

とし、V2H に係る経費分は助成対象外とします。領収書の内訳書には、上記の助成対象

経費がわかるように記載してください。 

蓄電池一体型 TRB-PCS の場合は、当該設備と同等の TRB-PCS（または蓄電池）の参

考価格を提示いただき、当該参考価格を按分して太陽光発電設備及び蓄電池の助成対象経

費を算出してください。工事費についても、設備費と同等の比率で按分してください。 
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３．交付申請から助成金交付までの流れ 
3.1 交付申請（交付要綱第６条参照） 

本助成金の交付を受けようとする助成対象者は、初期費用ゼロサービス契約を締結後、契

約締結日から１年を経過する日又は令和 10年３月 31日のいずれか早い日までに、助成金交

付申請書（第１号様式）その他の別表１に掲げる書類を公社に提出することにより、本助成

金の交付の申請を行ってください。 

（１）申請受付期間 

令和５年度 助成金交付申請書受付期限：令和 6 年 3 月 29 日（金）17：00 必着 

※ 申請書の受付は年度ごとに期間を設けています。翌年度以降の受付期限については別

途お知らせいたします。 

※ 本事業における書類提出等の手続きは、年度をまたいでも構いません。 

※ 上記期間に提出された交付申請書は、先着順に受理し、審査を行います。 

※ 受理した申請の交付額の合計が、公社の予算の範囲を超えた日（予算超過日）をもっ

て、申請の受理を停止します。 

※ 予算超過日に複数の申請があった場合、当該複数の申請のうち、予算額を超えない申

請案件について抽選を行い、本助成金の交付額の合計が公社の基金を超えない範囲で

受理するものを決定します。 

 

（２）提出書類 

助成金交付申請書（第１号様式）、誓約書（第２号様式）、その他必要に応じて「５.申請

及び実績報告の提出書類について」に掲げる交付申請に必要な書類及びチェックリストを提

出してください。 

 

申請書類の様式は、公社ホームページからダウンロードしてください。 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/initial-cost0-zokyo 

 

 

（３）提出方法 

以下のファイル作成時の注意事項を遵守し、電子メールで提出してください。 

①ホームページから提出用フォルダを取得してください。 

②フォルダ内の各書類のフォルダ名称に従って、該当する様式・添付資料を格納してくだ

さい。必要がないフォルダは削除してください。 

③格納データは PDF 形式とし、様式については必ず Excel データも格納してください。 

④格納データは様式・添付資料の名称や番号等が必ずわかるようにしてください。 

⑤次の公社指定のメールアドレスに申請書類一式を添付の上、送信してください。 

※ 複数の申請をする場合、必ず１申請ごとにメールを分けて送信してください。 

※ メールの件名を以下のとおりとしてください。 

申請書提出時：「【初期ゼロ増強】交付申請書提出」 

※ １メールに添付可能なデータ容量は、概ね 10M バイトです。容量が大きくなる場

合、メールを複数に分けてください。 

提出用メールアドレス 

cnt-shokizero-zokyo@tokyokankyo.jp 

※ 提出書類の受付専用のメールアドレスになりますのでご注意ください。 

 

（４）申請書類の不備について 

公社が受付した申請書類及び実績報告書類に不備がある場合、公社が修正を求めた日の翌

日から起算して３ヶ月以内に当該不備の修正を行わないときは、その申請が撤回されたもの

とみなします。 

  

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/initial-cost0-zokyo
mailto:cnt-shokizero-zokyo@tokyokankyo.jp
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3.2 審査 

・審査の過程で、現地確認・調査及び面接（ヒアリング）・追加資料の提出を行う場合が

あります。 

・審査の途中経過に関するお問い合わせには回答できません。 

・原則、提出された申請書類は返却しません。手元に控えをご用意ください。 

・交付決定後に助成対象者の都合で辞退する場合、次回以降の応募を制限することがあり

ます。 

・公社職員への働きかけ・陳情等により、公正中立性が確保されないと判断した場合、審

査対象から除外します。 

 

3.3 交付決定及び交付額の確定（交付要綱第７条参照） 

（１）申請の内容についての書類審査及び必要に応じて行う現地調査等により、公社の基金

の範囲内で本助成金の交付又は不交付の決定を行います。 

（２）助成金を交付する場合は助成金交付決定通知書（兼助成金額確定通知書）（第３号様

式）、不交付とする場合は助成金不交付決定通知書（第４号様式）により通知します。 

※ 助成金交付決定通知書は大切に保管してください。（全ての公社からの文書及び関係

書類は再発行できません。処分制限期間内（4.9 参照）は破棄せず保管してくださ

い。） 

 

3.4 交付の条件（交付要綱第８条参照） 

助成金の交付決定にあたり、助成金の交付の目的を達成するため、本助成金の交付決定の

通知を受ける交付申請者（以下「被交付者」という。）に対し、次に掲げる条件を付するも

のとします。 

（１）被交付者及び助成事業のもととなる初期費用ゼロサービスの利用者でサービス利用料

の低減等を通じて本助成金の還元を受ける者は、この要綱並びに本助成金の交付決定の

内容及びこれに付した条件に従い、善良なる管理者の注意をもって助成事業により取得

し、整備し、又は効用の増加した財産を管理しなければなりません。 

（２）公社の指定する者が、本事業の目的を達成するために現地調査等を行う場合は、当該

現地調査等に協力しなければなりません。 

（３）公社が、本事業の目的を達成するために必要な資料、情報等を求めたときは、公社の

指定する期日までに、公社に当該資料、情報等を提供しなければなりません。 

（４）助成事業のもととなる初期費用ゼロサービス契約により設置した太陽光発電システム

等（以下「対象設備」という。）について、本助成金以外に都又は公社から交付される

補助金等を受給してはなりません。 

（５）被交付者は、助成事業の実施にあたり、実施要綱及び交付要綱、その他法令の規定を

遵守しなければなりません。 

 

3.5 助成金の支払い（交付要綱第 11条参照） 

 交付決定の後、助成金がプラン登録事業者に支払われます。支払われた助成金は、初期費

用ゼロサービスの契約内容に基づき、プラン登録事業者から住宅所有者に全額還元されま

す。 
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４．その他必要に応じた手続き等 
4.1 申請の撤回（交付要綱第９条参照） 

本助成金の交付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、本助成金の交付

決定の通知を受領した日の翌日から起算して 14 日以内に助成金交付申請撤回届出書（第５

号様式）を公社に提出し、申請の撤回をすることができます。 

 

4.2 事情変更による決定の取消し等（交付要綱第 10条参照） 

公社は、本助成金の交付の決定後、天災地変その他本助成金の交付の決定後生じた事情の

変更により助成事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合、本助成金の交付決定

の全部若しくは一部を取り消し、又は交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更する

ことができます。 

 

4.3管理、譲渡等の報告等（交付要綱第 12条参照） 

（１）被交付者等は、対象設備について、当該設備の設置の日から当該初期費用ゼロサービ

ス契約の契約期間が満了するまでの間（以下「契約期間」という。）、善良な管理者の注

意をもって管理しなければなりません。この場合において、当該被交付者等は、対象設

備に故障等不具合が生じたときは、速やかに修理又は改善に係る措置を取らなければな

りません。 

（２）契約期間内に、被交付者等の氏名、住所等に変更が生じた場合、当該変更について、

被交付者は、当該変更が生じた日からすみやかに、助成対象機器所有者氏名等変更届

（第６号様式）を公社に提出しなければなりません。 

（３）契約期間内に、譲渡等により対象設備の所有者が変更になった場合、当該変更につい

て、被交付者及び当該変更後の所有者は、当該変更が生じた日からすみやかに、助成対

象機器所有者変更届（第７号様式）を公社に提出しなければなりません。この場合、被

交付者等における本助成金の交付に伴う全ての条件、義務等は、変更後の所有者に移転

するものとし、当該変更後は、当該条件、義務等について、この要綱の規定中に「被交

付者」とあるのは「変更後の所有者」に、「被交付者等」あるのは「変更後の所有者

等」に読み替えて、当該各規定を適用するものとします。 

 

4.4 交付決定の取消し（交付要綱第 13条参照） 

次のいずれかに該当する場合、助成金交付決定の全部または一部を取り消すことがありま

す。 

・虚偽申請等不正事由が発覚したとき 

・交付決定の内容または目的に反して本助成金を使用したとき。 

・本事業に係る公社の指示に従わなかったとき 

・交付決定を受けた者（法人にあっては代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは

構成員を含む。）が暴力団員等または暴力団に該当するに至ったとき 

・その他本助成金の交付の決定の内容、これに付した条件、その他法令又は実施要綱並び

に交付要綱の規定に違反したとき 

 

取消しをした場合、速やかに当該被交付者に助成金交付決定取消通知書（第８号様式）に

より通知します。助成金の額の確定後においても取り消すことがあります。 

 

＜取消しの具体例＞  

・要件を満たさない仕様の設備を設置した場合 

・処分制限期間内に太陽光発電設備の固定価格買取制度の認定を受けた場合 

・他の都又は公社の助成金（同一助成対象経費の場合）等との重複受給が判明した場合 

・処分制限期間内に故障した設備を放置する等、助成対象設備による発電及び蓄電を安定

かつ継続的に実施しない場合 
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4.5 本助成金の返還（交付要綱第 14条参照） 

（１）公社は、取消しを行った場合において、既に交付を行った本助成金があるときは、当

該被交付者に対し、助成金返還請求通知書（第９号様式）により期限を付して本助成金

の全部又は一部の返還を請求します。 

（２）本助成金の返還の請求を受けたときは、公社が指定する期日までに、本助成金を公社

に返還してください。 

（３）本助成金を返還したときは、公社に対し、助成金返還報告書（第 10 号様式）を提出

してください。 

（４）（３）は、「4.6 違約加算金」及び「4.7 延滞金」を請求した場合に準用します。 

 

4.6 違約加算金（交付要綱第 15 条参照） 

（１）公社は、返還請求を行ったときは、当該被交付者に対し、本助成金の受領の日から納

付の日までの日数（公社の事務処理に係る期間として公社が認める日数を除く。）に応

じ、返還すべき額につき年 10.95 パーセントの割合を乗じて計算した違約加算金を請求

します。 

（２）違約加算金の請求を受けたときは、これを公社に納付しなければなりません。 

 

4.7 延滞金（交付要綱第 16条参照） 

（１）公社は、本助成金の返還を請求した場合であって、当該被交付者が、公社が指定する

期限までに当該返還金額（違約加算金がある場合には当該違約加算金を含みます。）を

納付しなかったときは、当該被交付者に対し、納付期限の翌日から納付の日までの日数

に応じ、未納付の額につき年 10.95 パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を請求し

ます。 

（２）延滞金の請求を受けたときは、これを公社に納付しなければなりません。 

 

4.8 助成金等の一時停止（交付要綱第 17条参照） 

公社は、本助成金の返還を請求し、当該助成金、違約加算金若しくは延滞金の全部又は一

部を納付しない場合において、同種の事務又は事業について交付すべき助成金その他の給付

金があるときは、相当の限度においてその交付を一部停止し、又は当該給付金と未納付額と

を相殺します。 

 

4.9 処分の制限（交付要綱第 18 条参照） 

対象設備の処分を行う場合は、あらかじめ公社の承認を得なければなりません。承認を受

けようとするときは、被交付者等は、取得財産等処分承認申請書（第 11 号様式）を公社に

提出してください。 

公社が処分を承認する場合には、被交付者に対し、取得財産等処分承認通知書（第 12 号

様式）を送付します。 

 

※ 契約後 10年以上経過している場合は、承認を得る必要はありません。 

 

 

 

 

 

 

＜処分の例＞ 

・住宅・施設等を売却し、取得財産等の所有権が変わった場合 

・故障した取得財産等を廃棄した場合（新品に交換した場合等、改善に係る措置をとった

場合は除きます。） 

・取得財産等を担保に資金を借り入れた場合 

 

処分とは 

本助成金の交付の目的に反する使用、譲渡、交換、廃棄、貸し付け、担保に供すること

等が該当します。 
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4.10 初期費用ゼロサービス契約の変更（交付要綱第 19条参照） 

被交付者は、初期費用ゼロサービス契約の変更をしようとする場合は、あらかじめ公社の

承認を得なければなりません。初期費用ゼロサービス契約変更申請書（第 13号様式）を公社

に提出し、公社がその内容が妥当であると認めたときは、初期費用ゼロサービス契約変更承

認通知書（第 14号様式）により、その旨を当該被交付者に通知します。 

 

4.11 初期費用ゼロサービス契約解除の制限（交付要綱第 20条参照） 

被交付者は、初期費用ゼロサービス契約の解除をしようとする場合は、あらかじめ公社の

承認を得る必要があります。承認を受けようとするときは、初期費用ゼロサービス契約解除

承認申請書（第 15号様式）を、公社に提出してください。 

公社は、上記の申請を受けた場合、当該申請をした被交付者に対し、次の式により算出し

た額を、契約解除承認通知書兼請求通知書（第 16 号様式）により請求します。（千円未満の

端数が生じたときは、これを切り捨てます。） 

 

 請求額 ＝ 助成金額 －（助成金額／120ヶ月）×初期費用ゼロサービス契約経過月数  

 

※ 契約後 10年以上経過している場合は、承認を得る必要はありません。 

 

4.12 助成事業の経理（交付要綱第 21条参照） 

・助成事業の経理について、その収支を明確に区分した証拠の書類（帳簿や支出の根拠書

類等）を整備しておかなければなりません。 

・証拠の書類について、交付決定をした日の属する公社の会計年度終了の日から初期費用

ゼロサービス契約の契約期間が満了するまでの間、保存しておかなければなりません。 

 

4.13 調査等、指導・助言（交付要綱第 22、第 23条参照） 

・公社は、本事業の適切な遂行を確保するため必要があると認めるときは、被交付者に対

し、本事業に関する報告を求め、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を調査

し、関係者に質問します。被交付者はこれに協力しなければなりません。 

・公社は、本事業の適切な執行のため、被交付者に対し必要な指導及び助言を行うことが

できます。  

 

4.14 個人情報等の取り扱い（交付要綱第 24条参照） 

・公社は、本事業の実施に関して知り得た被交付者に係る個人情報及び企業活動上の情報

（個人情報等）については、本事業の目的を達成するために必要な範囲において、都に

提供します。 

・公社は、上記及び法令に定められた場合を除き、本事業の実施に関して知り得た助成対

象者等の個人情報等について、本人の承諾なしに、第三者に提供し、または第三者から

収集することはありません。 
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５．助成金交付申請の提出書類について 
5.1 提出書類一覧 

別表 

No. 
提出書類 様式 備考 

 申請書類チェックリスト   

１ 助成金交付申請書 
第 １ 号

様式 
 

２ 誓約書 
第 ２ 号

様式 

契約内容が事業プラン登録要綱第４条の
事業プランの要件を満たしていることに
ついて、住宅所有者への誓約書及び公社
への誓約書を提出してください。 

３ 

初期費用ゼロサービス契約期

間内の住宅所有者の利用料の

合計額から、交付される助成

金総額が控除されていること

（屋根借りの場合は、契約期

間内の屋根の使用料合計額に

助成金総額が加算されている

こと。）が分かる書類又は利用

料金計画表 

 

初期費用ゼロサービスのご契約時に、契
約金や助成金の還元方法について住宅所
有者にご説明する際に提示する資料をご
提出ください。 

４ 
初期費用ゼロサービスに係る

契約書の写し 
 

・住宅所有者との契約書であること。 
・プラン登録されている契約書で締結さ
れていること。 

５ 
太陽光発電システム等の領収

書及び領収書の内訳書等 
 

・機器費、工事費等の詳細内訳を明記する
こと。 
・太陽電池、パワーコンディショナー、蓄
電池の型番を記載すること。 
・登録事業プランのスキームにおいて、初
めて設備を仕入れた際の領収書を提出し
てください。 

６ 
太陽光発電システム等の設置

状況を示す写真 
  

７ 
太陽光発電システム等を設置

した建物の全景写真 
  

８ 太陽電池配置図    

９ 保証書  

・太陽電池、パワーコンディショナー、蓄
電池のすべての、型番が記載された保証
書を提出すること。 
・メーカーの保証書がない場合は、施工会
社による保証書を提出すること。 

10 建物の登記事項証明書  発行から３か月以内のもの。 

11 

国等の補助金等を受けている

場合にあっては、受領した交

付額確定通知書等の写し 

 
国等の補助金等の交付を受ける場合に提
出すること。 

12 電気設備に関する施工証明書  

初期費用ゼロサービスに係る契約日が建
物の登記事項証明書の登記日（保存登記）
から１年以内かつ既存単価を適用する場
合に提出すること。 

13 
供給地点特定番号がわかる資

料 
 接続契約のご案内や、検針票等 

14 
その他公社が必要と認める書

類 
 

公社から指示があった場合は、必要な書
類を提出すること。 
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年 月 日

株式会社△△　御中

株式会社○○

都市環境事業部

但し、 として 開発課

上記の金額、正に受領致しました 東京都江東区□□0丁目

： ○△□助成事業 TEL:03-1234-5678

：

： △△△－△△△

：

領　収　書

合計： ○○,○○○,○○○ （税抜）

見積照会番号 ×××－×××

助成事業名称

項目 内容 数量 単位

承認 検印 担当納 入 現 場 名 設置場所名称・住所等

㊞ ㊞ ㊞

単価 金額 備考

領 収 書 番 号

1 【太陽光発電設備】 ○○○,○○○

1-2 機器費 1 式 ○○○,○○○

1-1 設計費 1 式 ○○○,○○○

2 【蓄電池】 ○○○,○○○

1-3 工事費 1 式 ○○○,○○○

2-2 機器費 1 式 ○○○,○○○

2-1 設計費 1 式 ○○○,○○○

2-3 工事費 1 式 ○○○,○○○

事業費合計 ○○,○○○,○○○

備考：

株式会

社○○

 

5.2 提出書類作成例 

①領収書 

 

事業費の精算が確認できるよう、領収書及び領収書の内訳を記載した明細書等を提出
してください。 

事業プランとして登録しているスキーム
において、初めて設備を仕入れた際の領
収書を提出してください。 
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備考

1 【太陽光発電設備】

明細番号 品名・型式 数量 単位 単価 金額

1-1 設計費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

系統1:モジュール●kW、パワコン●kW

1-2 機器費

1-2-2 モジュール●kW　メーカー名、型番 ● 枚 ○○○,○○○ ○○○,○○○

1-2-1 モジュール●kW　メーカー名、型番 ● 枚 ○○○,○○○ ○○○,○○○

※按分対象

系統2:モジュール●kW、パワコン●kW

1-2-3 パワコン　●kW　メーカー名、型番 ● 台 ○○○,○○○ ○○○,○○○

1-2-5 パワコン　●kW　メーカー名、型番 ● 台 ○○○,○○○ ○○○,○○○ ※按分対象

1-2-4 モジュール●kW　メーカー名、型番 ● 枚 ○○○,○○○ ○○○,○○○

1-3 工事費

1-3-2 パワコン設置工事費 ○○○,○○○ ○○○,○○○ ※按分対象

1-3-1 モジュール設置工事費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

1-3-4 架台塩害対策費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

1-3-3 架台設置工事費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

1-3-5 輸送費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

2-1 設計費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

2 【蓄電池】

2-2 機器費

2-2-1 蓄電池　●kWh　メーカー名、型番 ● 台 ○○○,○○○ ○○○,○○○

2-3-1 蓄電池設置工事費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

2-3 工事費

2-3-2 輸送費 ○○○,○○○ ○○○,○○○

TRB-PCS については、太陽光発電及び蓄電池と

それ以外に仕分け、按分について明記してくださ

い。 

メーカー名、型番を

記載してください。 

明細内で設置経費とそれ以外の経費を分けてください。 

両者を含む一式の記載は不可です。 

また、太陽光発電設備と蓄電池の助成金額は別々に計算す
るため、計算根拠となる領収書の内訳書につきましても分
けて記載してください（両者の一式の記載は不可です。）。 
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②太陽電池配置図 

 

 

以下の内容を明確に記載・表現してください。 

 導入設備と設置場所の寸法を記載した平面図を作成してください。 

 すべての機器を平面図に記載してください。 

 助成対象事業により設置する機器と、既設の太陽光発電システムや蓄電池を明確に色分

けし（例：新設を赤色、既設を黒色）、凡例等で示してください。 

 複数の設備（既設も含む）を記載する場合は、全体の配置が分かるようにしてくださ

い。また、共通利用設備がある場合は、その範囲を示してください。 

 助成対象事業により設置する機器の名称の近傍に、領収書の内訳書に記載されている項

目番号を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

見本 

内訳書明細番号2-2-1 内訳書明細番号1-2-3
蓄電池 接続箱 パワーコンディショナ

内訳書明細番号1-2-1
太陽電池モジュール

計測機器 内訳書明細番号1-2-5
接続箱 パワーコンディショナ

表示装置

内訳書明細番号1-2-4
太陽電池モジュール

〇〇

〈平面〉

〇
〇

〇〇
N

〇
〇
〇
〇

〇
〇

〇〇
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